






























































































































































































会社を除き、授権株式数の 4 分の 1 以上と定め







はないので、返済の必要はない。2001 年 6 月
の商法改正で額面株式が廃止され、会社設立時
に発行されるすべての株式が無額面株とされ



































































































































































































授業料等 400 資産 100 基本金 100
設備拡充費 80 　 　 負債 0
寄付金 20 　 　 繰越消費収支 0
帰属収入 500 合計 100 合計 100






収入（授業料等）が 400 億円の場合、100 億円
の固定設備投資を行う際に、投資の全額を帰属
収入 500 億円のうちの資本的収入 100 億円で賄
えば、基本金組入額は 100 億円であり、基本金
未組入額はゼロ、資本収支は均衡する。貸借対
照表では、資産が 100 億円、基本金が 100 億円、
負債がゼロとなる。正味資産（純資産）は資産
100 億円－負債 0 億円＝ 100 億円である。また







400 億円、設備拡充費 80 億円、寄附金 20 億円）






では、資産が 150 億円、基本金が 100 億円、負
債が 50 億円となる。正味資産（純資産）は資
産 150 億円－負債 50 億円＝ 100 億円である。





















借対照表では、資産が 150 億円、基本金が 120
億円、負債が 30 億円となる。正味資産は資産














授業料等 400 資産 150 基本金 100
設備拡充費 80 　 　 負債 50
寄付金 20 　 　 繰越消費収支 0














































































































































































































































































































































500 億円の学校法人 A の消費収支差額・消費収
入比率＝Δ 10 ／ 500 ＝Δ 2％であり、消費収
入が 400 億円の学校法人 B の消費収支差額・







円の学校法人 A ではΔ 10 ／ 1000 ＝Δ 1％であ
り、総資産が 800 億円の学校法人 B では 
















































持たない。1 年前は 50 億円の利益で、2 年前は
10 億円の利益、3 年前は 46 億円の利益、4 年
前は 90 億円の損失、5 年前は 110 億円の損失
であるならば、6 年間の累積利益は 6 億円であ
























消費支出超過額）であるが、1 年前は 40 億円
の赤字、2 年前は 10 億円の赤字、3 年前は 6 億
円の赤字、4 年前は 50 億円の黒字（＝消費収
入超過額）、5 年前は 60 億円の黒字であるなら
ば、6 年間の累積赤字は 6 億円であり、年平均
赤字＝累積赤字 6 億円／ 6 年＝ 1 億円となり、
若干の赤字ではあるがほぼ均衡していたと言え
る。総資産が 500 億円であるならば、ある年度
の累積赤字 ･総資産比率は 6 億円／ 500 億円＝
1.2％と決して悪くはないが、5 年前の累積黒





































A の累積消費収支差額・総資産比率＝Δ 200 ／
2000 ＝Δ 10％であり、総資産が 1000 億円の学
校法人 B の累積消費収支差額・総資産比率＝Δ











































































































（寄附金 20 億円、設備拡充費 80 億円）があって、
非資本的帰属収入（授業料等）が 400 億円の場
合、帰属収入は 500 億円で、100 億円の固定設
備投資を行うが、「帰属収支均衡」の経営方針
によって帰属収入 500 億円＝消費支出 500 億円
とする。投資のうち 50 億円を帰属収入で賄い、
残り 50 億円を借入金で賄えば、基本金組入額
は 50 億円であり、基本金未組入額は 50 億円、
資本収支は 50 億円の赤字となる。貸借対照表
では、資産が 100 億円、基本金が 50 億円、負
債が 50 億円となる。正味資産（純資産）は資
産 100 億円－負債 50 億円＝ 50 億円である。ま
た消費収入は 500 億円－ 50 億円＝ 450 億円で、
消費支出が 500 億円であるから、消費収支は
450 億円－ 500 億円＝マイナス 50 億円、すな
わち 50 億円の赤字となり、これを借入金で賄
う。すると負債総額は 100 億円となる。
　貸借対照表は、資産 100 億円＝基本金 50 億
円＋負債 100 億円－繰越消費収支赤字 50 億円
となり、正味資産（純資産）＝資産 100 億円－負





































































授業料等 400 資産 100 基本金 50
設備拡充費 80 　 　 負債 100
寄付金 20 　 　 繰越消費収支 △ 50




当年度消費収支差額 　　  △ 50
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